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総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 

発電コスト検証ワーキンググループ 

（第４回会合） 

 

日時 令和６年 11 月 29 日（金）10：00～12：01 

場所 経済産業省 別館 11 階 1111 各省庁共用会議室（teams との併用） 

 

１．開会 

 

○秋元座長 

 おはようございます。定刻になりましたので、総合資源エネルギー調査会基本政策分科会

発電コスト検証ワーキンググループを開催いたします。 

 本会合は、総合資源エネルギー調査会基本政策分科会の下に設置されています発電コス

ト検証ワーキンググループの第４回でございます。 

 今回は、これまでの議論のご指摘事項などについてご議論いただいた後、各電源を電力シ

ステムに受け入れるコストについてもご議論いただきたいと思います。 

 本日の分科会ですが、対面でご出席の委員とオンラインで参加される委員がいらっしゃ

います。また、議事の公開について、本日の会議はＹｏｕｔｕｂｅの経産省チャンネルで生

放送させていただきます。 

 それでは、プレスの皆様はここまでとさせていただきます。 

 

２．議事 

これまでの議論のご指摘等について 

各電源を電力システムに受け入れるコストについて 

 

○秋元座長 

 それでは議事に入ります。まず。資料１について、事務局からご説明をお願いいたします。 

○植田需給政策室長 

 それでは、資料１につきましてご説明させていただきます。資料１ですけれども、右下２

ページが目次になってございます。今回は、前回の積み残しとしてのＣＯ２対策費用の考え

方と、原子力の事故リスク対応費用の考え方について、ご説明できればと思っております。 

 まず、右下４ページでございます。前回ご議論いただく中で、そもそもＣＯ２対策費用と

いうものは、将来負担が生じると想定される社会的な費用、こちら環境外部費用とも書きま

したけれども、そちらを計測しようとするものであるということの前提の上で、事務局のほ

うから将来の排出量取引制度でございますとか、足元の試行的な取引制度についての水準

をご提案させていただきましたけれども、その水準自体を採用することが、ＣＯ２がもたら
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す将来的な社会全体での負担を計測する上で、過少ではないかということを複数の委員か

らご指摘いただいたところでございます。 

 そのため、こちら原点に立ち戻りまして、これまでの 2021 年検証と同様に、基本的なＣ

Ｏ２の対策費用といたしましては、ＥＵ－ＥＴＳベースの現状の足元の取引価格と、それを

2050 年のＩＥＡの出しておりますＳＴＥＰＳナリオに向かって価格が上がっていくという

ことをベースシナリオとしながら計算してみてはどうかという形で、改めて提示させてい

ただくものでございます。 

 それに加えまして、幅として、こちら 2021 年検証でも同様でございますけれども、ＩＥ

Ａがさらに温室効果ガス削減が進むパターンとして、ＡＰＳシナリオも出しておりますの

で、こちらのＡＰＳシナリオについても、幅として、参考ケースとして計算すべきではない

かということです。加えまして、2011 年のコスト検証の小委員会が始まった段階の資料等

からも確認させていただきましたけれども、当初、この社会的費用を考えるということを中

で、必ずしもＥＵだけの、ＥＵ－ＥＴＳだけの価格を考えるということではなくて、ほかの

先進的な排出量取引制度についても、数字を検討するという形になってございました。先行

する制度の一つとして、韓国のＥＴＳ制度の水準というのも参考ケースとして示させてい

ただいてはどうかというのが、こちらの部分になってございます。 

 具体的には、右下５ページのように、ベースシナリオとしては、太い緑のＥＵのＥＴＳの

将来価格のシナリオで計算しながら、上と下も参考としてお示しするという形で考えてご

ざいます。その中で、また、前回、増井委員のほうから、このＳＴＥＰＳシナリオについて

は、そこから 2050 年以降、直線で伸ばしていくのも考え方としてあるんじゃないかという

ことでもご指摘いただいておりましたけれども、上のＡＰＳのシナリオを置くということ

の中で、その幅の中におおむね含まれるということかと考えておりますので、この幅の中で

参考ケースとして考えていくということの中で対応させていければと考えております。 

 あと、右下６ページ以降が、もう一つの論点の原子力の事故対応リスクの考え方について

ございます。 

 右下７ページですけれども、前回のご議論の中で、追加的安全費用が積み上がってきてい

ることの効果として事故発生頻度が下がってきているということはございますので、こち

らを合理的にどう反映するかということを考えるべきじゃないかということです。また、震

災前の運転実績を踏まえた事故発生頻度も考えるべきじゃないかということ、不確定要素

がある中で算定根拠をどうつくっていくのかということで、ご審議いただいた形でござい

ます。 

 右下８ページはご参考でございますけれども、そこから事務局の中でいろいろ考え方を

もみまして、実際の事故発生の頻度とＰＲＡの比率なんかも参照するということも考えさ

せていただきました。けれども、やはりなかなか違う指標を比べるということの困難性いう

こともございますので、基本的には右下７ページでございますけれども、ＰＲＡをベースに

どう数字を保守的に見積もっていくのかというところがポイントかと考えております。 
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 ＰＲＡの平均ですけれども、再稼働済 10 基で比べますと、追加安全対策後に 75 分の１

に低減しているという実績を踏まえて、前回の議論の中でも 75 分の１をそのまま使うのは、

保守性を見積もる観点からどうかということも、議論としていただいておりました。こちら

を考える中で、保守性を担保する一つの考え方として、足元の再稼働済プラントの一番工事

の実施前と実施後と比べまして、ＰＲＡの改善幅が、一番小さいものが 7.7 分の１に改善し

ているということもございまして、７分の１とする考え方が一つあるのではないかと思っ

ております。 

 そこから、さらに保守性を上げるという観点で、2015 年コスト検証のときにもＰＲＡの

改善幅をそのまま反映したわけではございませんでして、一部さらに保守的に見るという

作業も行っておりますので、そこの実績も勘案しながら、この７分の１からさらに保守性を

見るという形で、６分の１という考え方もあり得るかなと考えております。一番保守的な数

字を採用してはどうかという考え方から、この６分の１という考え方で2000炉・年を12,000

炉・年として考えさせていただくということが、事務局としての提案として、いかがかなと

考えているというのが、この部分でございます。 

 事務局からの説明は以上になります。よろしくお願いいたします。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。ただいま資料１についてご説明をいただきました。ただいまの

内容についてご発言をご希望の方は、ネームプレートをお立ていただくか、オンライン会議

システム上でのチャット機能でご発言希望の旨をお知らせください。順にご指名させてい

ただきたいと思います。 

 それでは、いかがでしょうか。 

 それでは、荻本委員、よろしくお願いいたします。 

○荻本委員 

 一言で言うと、事務局案のとおりということでよろしいかと思います。やはり大切なこと

は、考え方がどう整理されたのかということが、最終の報告書まではっきり書いてあるとい

うことが私は非常に大切だと思いますので、その点も留意していただいて進めていただけ

ればと思いです。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、原田委員からお願いいたします。 

○原田委員 

 原田でございます。 

 私も考え方と作業のやり方については賛同させていただきます。特に安全対策費のとこ

ろですけれども、事故発生頻度の低下につながるということをきちんと合理的に織り込む

という方向で議論が進んだことは大変よろしかったのかなと思います。ただ、この頻度の数
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値を最終的にどう置くのかというのは、お示しいただいたように様々な議論がございます

ので、今後とも安全対策投資の進展をどの程度、事故発生の頻度の低下に反映させるべきか

という極めて重要な観点ですので、継続的に検証をしていただくことが望ましいと思いま

した。 

 その上で、一点だけ確認なんですけれども、前回 2.4 倍を２倍としたというのは、保守性

を鑑みて、小数点以下を切り捨てたという作業と考えております。今回は 7.7 を７としたと

いう計算はこれと同様なのか、とすれば、さらにそれを 2.4 を２とするというものをもう一

度計算するということが、前回との並びでいうと少し過剰というか、どういうふうに前回と

の継続性を説明するのかということと、2.4 と 2.0 ということについては、2.4 というのを

2.0 にするというのは、本当にただの切り捨てということですので、そこの割合にはあまり

意味がないような気がしていまして、確認のために、作業の同等性みたいなところを教えて

いただければと思います。 

○秋元座長 

 ありがとうございます。ご質問はまとめて後でご回答いただくことにしまして、それでは

対面で先に、又吉委員、よろしくお願いいたします。 

○又吉委員 

 ご説明ありがとうございます。私も今回、事務局案に賛同したいと思ってございます。特

に、原子力の事故リスク対応費用の考え方につきましては、追加的安全対策実施後のＰＲＡ

における改善幅というものを一定程度反映する形に再整理いただきありがとうございます。

合理的かつ保守的に見積もるという観点に立った今回の事務局案に異論はなくて、賛同し

たいというふうに考えてございます。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。 

 それでは続きまして、オンライン参加の増井委員、その後、岩船委員、松尾委員とお願い

いたします。まず、増井委員、お願いします。 

○増井委員 

 ご発言の機会をありがとうございます。ご説明ありがとうございました。私もＣＯ２のコ

ストに関しては、韓国のＳＴＥＰＳシナリオを使うということについては、やや違和感とい

いますかがあるんですけれども、他にデータもないので下限値としてこれを使うというこ

とにつきましては、承知いたしました。 

 あと、ＥＵのＡＰＳ発表誓約シナリオ、これも使ってということと、あと 2050 年以降は

とりあえず横置きでということ、これは上振れするかもしれない一方で、対策は十分という

ことで下がっていく可能性もあるということで、そういういろんなことを考えて横置きす

るということについても、承知をいたしました。 

 あと、原発のほう、事故リスク対応費用なんですけれども、こちらも事務局の案、比較的
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保守的に見積もるということについて、賛同いたします。 

 いずれにしても、考え方をきちんと明記していただくといったことで、数字を公表する、

数字が独り歩きしないようにということにご留意いただければと思います。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。 

 それでは続きまして、岩船委員、お願いいたします。 

○岩船委員 

 ご説明ありがとうございました。私も基本的には賛同したいんですけれども、２点コメン

トしたいと思います。 

 まず、ＣＯ２対策費用のほうなんですけれども、今回の想定は理解できたんですけれども、

ＩＥＡのシナリオでは、ＣＯ２対策費用と燃料費がリンクしていると。ＣＯ２対策費用が高

いケースでは、化石燃料の燃料費が相対的に安くなるというような話を先日聞きました。な

ので、化石燃料の燃料費の想定もＩＥＡのシナリオに沿っているかどうかはちゃんと記憶

していないんですけれども、その辺り、ＣＯ２対策費用が高くなれば化石燃料が安くなると

いうようなところをしっかり、組合せがばらばらにならないような整理をしていただきた

いと思いました。 

 それが１点で、２点目は事故リスク対応のほうは、そこは割り切りなので、いろんな考え

はあると思うんですけれども、7.7 分の１で、端数を保守的に見積もるために、７分の１と

いうので、前回のやり方と同様ということで、私は十分それで保守的ではないかと思いまし

た。そこを６にしてくための論拠というのは、少し弱い気がしました。強い意見ではないで

すけれども、普通に素直に考えると、7.7 分の１、端数切捨て７分の１というので十分かな

と思いました。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、松尾委員、お願いいたします。 

○松尾委員 

 松尾です。 

 基本的には事務局の案どおりで問題ないと思っていますが、事故リスク対応について、や

はり最初のときに設定して 2011 年、2015 年、2021 年にやっているわけですが、毎回やり方

を変えているように思われるのはよろしくないので、基本的には同じようなやり方で毎回

踏襲すべきだというふうに私は思います。 

 それで、今回は前回と異なって、それはそれでいいんですが、今後考えたときに、例えば

次にまたやり方を変えると、やっぱり国民の信頼を失うと。基本的に、あくまでもざっとや

るしかないので、例えばベイズ統計とか使わずにシンプルにやるということでいい、したが
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って、例えば次回ＰＲＡの値が更新されたときに、それを踏まえて同じやり方でするならい

いですが、次回またやり方を変えるということにならないほうがよろしいんじゃないかと

いうふうに思います。 

 そういったことで考えると、なるべくやっぱりシンプルにやるのがよい。例えば、ＰＲＡ

の値が更新されれば、それを機械的に入れて機械的に更新できるほうがよいということで

考えると、やはり、岩船委員と原田委員ですかね、言われていたように、７倍をわざわざ６

倍にする必要はないから、もうちょっとシンプルでいいかなというのが私の印象です。強い

意見じゃないんですが、そこはご留意いただきたいというふうに思います。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、松村委員、高村委員の順でいきたいと思います。松村委員、お願いいたしま

す。 

○松村委員 

 発言します。事務局案、妥当なものが出てきたと思います。支持します。 

 それで、支持しますと言いながら、ＣＯ２価格に関しては、私はこれでもまだ低過ぎるの

ではないかと懸念しています。 

 2050 年にネットゼロエミッションを実現することを前提として、二酸化炭素の帰属価格

がこれで本当に実現できるのかということに関しては、疑問は持っています。しかし、その

意見については物すごく幅が大きいことが分かっていて、客観的に示すとするならば、今回

の事務局案は妥当だと思うので、支持はします。 

 ただ、私たちが気をつけなければいけないと思っていることがある。例えば、実際足元で

連係線のＢ／Ｃを計算するときに、これがきっと参照される。かつてもそうだった。これが

参照されるということになったときに、ＣＯ２価格を低くし過ぎた、ここの数字をそのまま

取ってきて、低くし過ぎた結果として、連係線の投資が進まないなどということになること

を、とてもおそれています。実際にそれを進めるために、無理やり高くするのは論外だと思

いますが、2050 年ゼロエミッションを目指すということで、この帰属価格で本当にいいの

かというのは、まだ少し疑問に思っています。そういう具体的な政策というところで、変な

弊害にならないようにという点は、私たちは注意しなければいけないと思いました。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、高村委員、お願いいたします。 

○高村委員 

 ありがとうございます。最初に炭素価格についてですけれども、前回の議論を踏まえて修

正反映いただいていると思います。ただ、やはり若干私も増井委員がおっしゃった、韓国の
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ＳＴＥＰＳシナリオ、あくまで参考値ということですけど、ただ、他方で日本の炭素価格と

して幅を示すというふうにもされていて、これどういうふうにお示しになるのかは伺いた

いところなんですけれども、韓国のＳＴＥＰＳシナリオを取っていることの違和感は、恐ら

く今、松村委員がおっしゃった、低過ぎるのではないかということをやはり懸念をしている

ところです。 

 ご存じのとおり、Ｗｏｒｌｄ Ｅｎｅｒｇｙ Ｏｕｔｌｏｏｋの 2024 でも、韓国のＳＴ

ＥＰＳシナリオでいけば、2040 年以降はネットゼロの目標を持った、いわゆる新興国より

も低い水準の炭素価格になっていると思っていまして、それが果たして日本の炭素価格の

参考値であれ、下限として適切なのかという点は、やはりなお違和感といいましょうか、を

感じざるを得ないというところです。むしろネットゼロを想定した新興国のＡＰＳのほう

が、ひょっとしたら日本の幅を見るときに、下限としてあり得る数値かなと、むしろ比較し

た上では思ったりいたします。 

 やはり、松村委員が系統送電線の件とおっしゃいましたけど、これも前回私申し上げたと

思うんですけれども、やはり民間が脱炭素電源やＣＯ２対策を取る際の投資の判断をミスリ

ーディングしないかという点は非常にやはり懸念をするところで、この点については、少な

くともさっき申し上げた新興国のネットゼロ目標を持ったＡＰＳを使っていただくという

のは、一つ私はあると思っていますけれども、少なくともしっかりここの点については説明

が必要なように思います。 

 これが、カーボン、炭素価格についてです。 

 それから、原子力についてですけれども、これもすみません、前回の議論を受けて保守的

に見込んでいただいたということだというふうに思っております。多分、私の発言もそうだ

ったと思いますし、今までの委員のご発言もそうだと思うんですが、一つは下げる、あるい

はどう評価するかのエビデンスが何なのかというところに、心を悩ましたがるように思っ

ていまして、例えば、これはご質問でもあるんですけど、ＰＲＡでリスクが下がったとした

ときに、例えば実際の原子力発電の保険料の支払いの低下につながっているのかといった

ようなエビデンスがあるんでしょうかということです。もし、そういうものがあれば、逆に

引下げの説得性というものの一つの、説得力のあるエビデンスになるかなというふうに思

ってお尋ねをいたします。 

 それから、原子力のところで若干テクニカルな点で確認をさせていただけると、これも質

問でありますけれども、追加安全対策費についてなんですが、ここで織り込んでいる追加安

全対策費というのは、規制基準の適合性審査について、申請をした時点なのか、実際に稼働

した、つまり許可時の費用なのかという点について、確認をさせていただければと思います。 

 原子力発電所によっては、申請時と実際に稼働時、申請時に出した追加安全対策費と許可

時とかなり違っているケースもあると理解していまして、この点、確認をさせていただけれ

ばと思います。 

 もう一つは、前回の議論でもどなたか委員がご指摘になっていたと思うんですけれども、
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いわゆる物価に合わせた補正というのが、これは追加安全対策費についてもされているの

かという点です。設置変更許可のタイミングによっては、かなり現在の物価との関係で補正

が必要なケースもあるように思いまして、お尋ねいたします。これは私が間違っていたら修

正いただきたいんですけれども、長期電源オークションのところで建設費の 10％、特に大

規模な電源について予備費として織り込むことを認めるようにもなっていると思っていま

して、これは建設費の増加リスク、将来に向けてのリスクへの対応としてされていたのでは

ないかと思っていまして、そういう意味で物価の反映と、それから将来に向けての建設費、

あるいは追加対策費にどのように反映しているのかという点を確認させていただければと

思います。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。一通りご質問いただいたと思うんですけど、私のほうからも一

言だけ発言させていただきますけれども、炭素価格のところに関して、幅ということで提示

いただいて、私も賛成です。ただ、やはり基本的な考え方は環境のダメージを織り込むとい

うことですので、今回でいくと、ＣＯ２のダメージがどれくらいかということで、概念的に

は本来例えば米国のソーシャル・コスト・オブ・カーボン、ＳＣＣのような概念で織り込む

のは妥当だと思うんですけれども、そこは非常に不確実性が高くて、物すごく幅があるとい

うことで、代理変数として分析等の炭素価格というか、例えばＥＴＳのプライスの見通し等

を代理変数として使うということで、ＳＣＣも幅がありますけど、今回もそういった幅のと

ころを幅広く取っていただいたのかなというふうに思いますので、賛成です。 

 それで、確かに中環審か何かの環境省の資料でも、インターナル・カーボン・プライスと

ソーシャル・コスト・オブ・カーボンと、例えば 1.5 度目標の限界削減費用というのは、す

ごくギャップがあって、ソーシャル・コスト・オブ・カーボンは大体その真ん中に入ってい

るような感じのポンチ絵みたいなのは、たしかつくられたりしていると思うんですよ。 

 私もそういう概念を持っていて、1.5 度目標の場合は少し安全サイドに寄って対策を取っ

ているので、そういう面では、限界削減費用が、ソーシャル・コスト・オブ・カーボンより

は上がりぎみということかと思っていますし、インターナル・カーボン・プライスは、現実

的に企業が今対応しようというところで、まだちょっと高くなり切っていないというよう

な感覚を持っていて、今回の幅でいくと、韓国側の数字がインターナル・カーボン・プライ

スに近いようなところにあり、そしてＥＴＳ側、そしてさらに上まで取ったわけでございま

すので、1.5 度対応に近いようなカーボン・プライスまで、全体として幅を取っていただい

たんじゃないかなというふうに思いますので、賛成したいと思います。 

 事故リスクのところに関しては、委員から意見があり、私も今回の事務局案に賛成ですけ

ど、少しやっぱり７分の１から６分の１にしたというところは、もうちょっとクリアにご説

明いただいたほうがいいのかなという。委員の意見もそういうことだったと思いますので、

それ含めて、ほかもご質問、ご意見があったと思いますので、事務局からご回答いただけれ
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ば。 

○植田需給政策室長 

 ありがとうございます。ＣＯ２価格をまず回答させていただきます。ＣＯ２価格について、

Ｋ－ＥＴＳを下限として説明したつもりはなかったのですけれども、そういうふうな形で

捉えられてしまったのであれば、まさに次のまとめ資料に向けては、よく相談しながら、あ

くまでそういうシナリオもあるということの一つとして出させていただきたいという趣旨

で申し上げておりました。そこはよくご相談しながら考えたいと思っております。 

 あと、ＣＯ２価格につきましては、代替変数としてＥＵ－ＥＴＳの数字を使っているとい

うことでございますけれども、このＥＵ－ＥＴＳの数字自体も、正直大分振れ幅が大きな数

字となっております。前回、2021 年検証のときには、足元の数字としておおむね 3,000 円

ぐらいで使っていたのが、今足元、為替の影響とＥＴＳ自体の高騰とございますけれども、

おおむね４倍ぐらいになっているということもございます。それほど振れ幅が大きいもの

であるがゆえに、ある程度幅といいますか、高いシナリオと低いシナリオを両方お示しした

上で、計算の最後の見せ方のところで誤解がないようにというのは、おっしゃるとおりでご

ざいます。見せ方はよくよくご相談しながら、工夫したいとは思っておりますけれども、高

いものと低いものを出すということ自体は、やらせていただければなと思っております。 

 新興国のＡＰＳでございますけれども、すみません、今手元に数字がないので恐縮ですけ

れども、恐らく足元の価格がほぼゼロになっているのではないかと思います。新興国ではほ

とんどＥＴＳが入っていない、もしくはすごく低い価格になっているかと思いますので、そ

このところがうまく取れないのではないかというのは、気にしております。 

 以上でございます。 

○吉瀬原子力政策課長 

 ありがとうございます。事故リスク対応費用のところを幾つかご質問を含めていただき

ましたので、回答申し上げます。まず、原田委員から、作業の同等性についてご質問いただ

きまして、前回の 2015 年のときのものは 10 ページにつけておりますけれども、実は今回、

まさにこれは逆に松尾委員から、毎回やり方を変えるのもということでご指摘をいただい

たところではあるんですが、前回とやり方を変えています。変えている恐らく最も大きなポ

イントは、幾つかありますけれども、一つはまず、より信頼性が高いデータに今回基づいて

やっていると。要は再稼働済のプラントのＰＲＡの結果というものを用いているというと

ころは、まず前提として大きいんですけれども、前回 2015 年のときは、諸元を平均値を取

って 2.4 と、２分の１という数字を導き出しておりますけれども、今回平均で申しますと、

75 分の１ということになります。ただ、やはり対象 10 基の数値にかなりばらつきもあるも

のですから、そこを 75 分の１ではなくて、そこにまず１段階目の保守性を入れて、改善幅

が最小のものというものを持ってきたというところが、前回の作業との違いというところ

の大きな点でございます。 

 松尾委員からもご指摘ございまして、あと高村委員からも、ほかの委員からもご指摘いた
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だきまして、６分の１のところは、これも我々もぱちっときれいな計算が、なかなかができ

ない中で、頭を悩ませまして、そこに書かせていただいていますように、可能な範囲で合理

的に、かつ十分に保守的にという考え方でいった場合に、７分の１ということが保守性の限

界かというところをさらに突き詰めて考えるならば、2015 年のときの改善幅の、まさに岩

船委員からも、小数点を切ったということ、そういう認識でよいかということでございます。

基本的にはそういう認識でございますけれども、要はただ、そのときのある種の反映割合ま

で取り込むと、６分の１という数字も出せるのではないかということで、ある種、保守性を

さらに積み増す観点での考え方としてお示しをしたものでございます。 

 したがいまして、そこの計算に論理性があるかと申しますと、そこはすみません、論理性

というのは、むしろ保守性をより積み増すある種の考え方として、ご提示をしたところでご

ざいまして、そこに対して逆に複数の委員から、それってよく分からないということのご指

摘もいただいたということだろうというふうには思っております。 

 高村委員からご質問いただいた、保険料の低下に実際なっているのかというようなご質

問ですけれども、保険料自体は現状特に変わっていないという認識をしておりまして、一方

で今回の事故リスク対応費用の計算は、いわゆる保険料的なものの実費に基づいた計算で

はなく、実際に発生した事故の費用を、要はどういう分母で分担をするかという、そういう

考え方、共済方式と呼んでおりますけれども、そういう計算の大きな仕方の中での議論とい

うことでございますので、その意味では保険料の額という、そういうエビデンスが別途ある

ということではございません。 

 あと、追加安全対策費が実際どういう数値が織り込まれているのかというご質問をいた

だきまして、ご指摘のように、申請時と実際稼働したときの総額のずれというのは、あると

思っております。今回、我々は各事業者にアンケートをいたしまして、各事業者が現時点で

見積もれている範囲、あるいは公表可能な範囲という、公表しているような諸元を含めて、

要は我々に提示可能な数値というものをアンケートで集めまして、その数字を今入れ込ん

でいるということでございます。 

 したがいまして、今後まだ増える可能性ももちろんあると思っておりますし、ただ、その

点については感度分析という形でお示しをさせていただくということでどうかというのが、

前回ご提示させていただいた内容でございます。 

 高村委員からもう一点、物価補正についてご質問ございまして、こちらは、資本費のとこ

ろについては、物価補正の数字は反映をするようにしておりますけれども、今申し上げたよ

うなやり方で、追加安全対策費の数字については諸元入れ込んでおりますものですから、そ

ちらには物価補正という計算は入れておりません。 

 一方で、感度分析という形での増加のときの影響というものを計算できるような形にさ

せていただいてございます。 

 すみません、長くなって恐縮なんですけれども、もう一つ、11 ページをご覧いただきま

すと、事故リスク対応費用、ここのお示しの仕方でございますけれども、他の費目と比べま
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して、ここは要はもともとの事故対応費用の総額というところもまだ確定していないとい

うこともございますので、下限値ということで前回の 2020 年時点を想定した 2021 年の検

証時においては、0.6 円～という数字でお示しをしておるところでございまして、したがい

まして、今回の事故リスク対応費用の算定根拠の数値というものが、何か単一の数字になる

というよりは、要はそれ以上の事故リスク対応費用というのがあるという、そういう概念の

中での最小値をどう設定するかというものでございまして、今日、委員の皆様からいただい

たご意見を考えますと、我々としても６分の１というのは保守性を積み増すというところ

にある種、重点を置いた考えであったわけですけれども、その計算方法が合理的かというと

ころについては、必ずしも、すごく自信があるわけでもございませんで、複数の委員からも

７分の１ということで、保守性、合理性を含めてよいんじゃないかというご意見もあったよ

うにも思っておりますので、そういう道も一つかなというふうには思うところでございま

す。 

 すみません、長くなりましたが以上です。 

○植田需給政策室長 

 先ほど説明の中で一点抜けておりました。岩船委員からご指摘いただきましたＣＯ２対策

費用をＡＰＳシナリオを使うときには燃料費もそれに応じたシナリオを使うべきじゃない

かということかと存じます。こちらにつきましては、前回資料の中で説明を飛ばしてしまっ

たかもしれませんけれども、一応書かせていただいておりまして、ＡＰＳシナリオについて

も、燃料費を計算することにしておりますので、ＡＰＳシナリオのＣＯ２対策費用を使うと

きには、燃料費もＡＰＳシナリオを使うという形で、そこは平仄は取っていきたいと思って

おります。 

○秋元座長 

 ご説明ありがとうございました。 

 ご回答を受けて、追加で委員からコメント等ございましたら、お願いしたいと思います。

できれば今日方針を決めて、次につなげたいと思うので、取りまとめたいと思うんですけれ

ども、追加でご意見がございましたら、お願いいたします。 

 岩船委員、よろしくお願いします。 

○岩船委員 

 岩船です。 

 安全対策のほうの費用の考え方ですけれども、松尾委員からもご指摘あったように、基本

的に統一的な方法を取っていくということを考えると、単純に端数切捨てというもので私

は②がいいと思います。そこだけ一応重ねてコメントさせていただきました。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

 原田委員、お願いします。 
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○原田委員 

 どうもご説明ありがとうございました。同等性という意味では、平均を最小にしたという、

それはある意味では精緻化をよりしたという考え方で説明がつくと思いますが、もう一段、

６にするというのは、むしろ説明が苦しくなるような気がいたしました。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。 

 先にＣＯ２の価格の件ですけど、そこはご意見があって、もう少し上もというお話はあっ

たと思うんですが、ただ今回、かなり幅を取っていただいていて、どうしてでもさらに上と

いうご意見でもなかったかなというふうに思うので、事務局案どおりでいかがでしょうか。

ご異論ございましたら、ご発言ください。オンラインからの方は直接お声を上げていただい

ても構いませんので。よろしいですか。 

 そうしたら、ＣＯ２価格のところに関しては、案ありますかね。どうぞ、どなたかご提案

があったら。 

 高村委員、お願いいたします。 

○高村委員 

 ありがとうございます。先ほどお尋ねした点でもあるんですけど、事務局のほうでどうい

うふうにこれを表現するかという、どういうふうに見せるかという点、検討されるというこ

となので、それをぜひ拝見をしたいというふうに思います。 

 さっき申し上げた懸念はやはり残っていまして、妥当かという点でですね。その点につい

て、見せ方について確認をさせていただけるとありがたいと思います。 

○秋元座長 

 分かりました。そうしたら、仕上がりで見せるところで、どういうふうにお見せするかと

いうところに関しては、この後の議論になると思いますので、その段階で、再度、高村委員

にご発言いただいて調整するということでしたいと思います。よろしいでしょうか。 

 そうしたら、炭素価格の件に関しては、一応事務局提案どおりで、見せ方について再度議

論するということにしたいと思います。 

 続いて、原子力の事故リスク対応費用ですが、ここについて高村委員からご質問があった

件について事務局からご回答があって、ここはどうですかね 12,000 炉・年にするか、14,000

炉・年にするかというところに関しては、ご意見が大分、分かれている感じはするんですけ

れども、それ以外の部分でいかがですか。特に高村委員。 

○高村委員 

 秋元先生、ありがとうございます。 

 私は保守的なほうを支持したいと思います。先ほど保険料の引下げのことを申し上げた

のは、実際にリスクがどれだけ下がったのかというのが、どういうふうに評価をされている

のかということが分かる手がかりになるエビデンスじゃないかということでお尋ねをした
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次第です。 

 なかなかこれまでの議論あったように、そうした形のものがない中で、どう評価するかと

いうのは、いずれにしても難しいというふうに思っております。 

 そういう意味で、特に事故リスク費用については、保守的に見積もっておくということの

ほうがよいのではないかというふうに思っております。そういう意味で、③がよいかと思い

ます。 

○秋元座長 

 ありがとうございます。 

 それでは、もう既に 14,000 か 12,000 かという議論もありましたが、いかがしましょうか

ね。私は少なくとも、荻本委員がおっしゃったように、エビデンス等をクリアにしておくと

いうことが一番重要で、何が正しいかということはなかなか言えないので、決めの問題であ

るかなとは思うんですが、ただ、14,000 炉・年のほうが、算定的には合理的だというのも

そのとおりかなというふうに思いますが、もう少し何かご意見があれば、受けた上で方針案

を考えたいと思うんですけれども。 

 松尾委員ですか、よろしくお願いします。 

○松尾委員 

 松尾です。 

 先ほど述べたことの繰り返しになるんですが、やはり今回だけじゃなくて、多分次回とか

その次も続くので、そのときにずっと 2.4 分の２を使い続けるんですかという話になると

思います。そこも考えると、やっぱり使わないで単純にやるほうがいいかなというのが私の

意見です。 

 すみません、繰り返しになりますが、以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

 どちらかというと 14,000 炉・年を押される委員のほうが多いとは思うんですが、別に多

数決で決めるという問題ではないんですけど、どちらかというと、高村委員は明確に 12,000

炉・年をということではございましたが、多数は 14,000 炉・年のような気がするんですけ

れども、それだったら 14,000 炉・年をメインにして、12,000 炉・年をオプションで示すみ

たいなぐらいでどうでしょう。 

 松村委員、よろしくお願いします。 

○松村委員 

 多数決を取るわけじゃないということなので、敢えて再度発言しなくてもいいかもしれ

ませんが、最初に申し上げたとおり、私は事務局案でいいと思っている。③の６倍でいいと

思います。恐らく高村委員がおっしゃったのは、この計算の仕方に対する信頼性がそこまで

あるのかということ。だから、その理屈だけを突き詰めて②というのを選ぶことに関して、

一定の合理性はあると思うのだけれど、そこまで詰めた根拠があるのかという疑問なんだ
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と思います。 

 先ほど保険料の例が出てきましたが、あれも高村委員が正しくご指摘になったとおり、こ

れが保険料で計算されていないことは十分承知の上で、しかし机上の計算だけでなく、市場

価格などの何らかのエビデンスが示された上で②というならともかく、そうでなければ③

も、それはそれで私は合理的だと思います。私は事務局案のとおり、③でいいと思っていま

す。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。 

 いかがしましょう。なかなか割れていて難しいんですが、あまり進めても仕方がないかな

という気はするので、どうでしょう。どちらかというと、今の感じからすると 12,000 炉・

年のご意見は２名ですけれども、若干強めのご意見で 14,000 炉・年の方はどちらでもいい

けど、できればという感じではあるんですけど、それだったら事務局案どおりでも私はいい

と思うんですが。 

 もちろんエビデンスをちゃんとつけて、次回どうするかということに関しては、もう一回、

次回再度検討ということで、このままずるずると同じことをやるわけでもないというよう

な、議論の中身をテイクノートした上で、それであれば、座長の判断としては 12,000 炉・

年のほうが、事務局案どおりのほうがここでは合意が取りやすいかなという感じはするん

ですけれども、それでもよろしいですかね。申し訳ない、反対されている方もいらっしゃっ

たとは思うんですけれども、よろしいですか。 

 そうしたら、そういう形にしたいと思いますので、もともとの今回の事務局案どおりの

12,000 炉・年とさせていただいて、場合によっては補足の、別の場合にどれぐらいのコス

トになるかということをオプションとしてご提示するということで対応したいと思います

が、事務局、よろしいですか。 

 事務局が大丈夫だということなので、そういう形にさせていただきたいと思います。 

 ご議論を大変熱心にありがとうございました。それでは、資料１については今議論いただ

いたとおりとしたいと思います。 

 次に資料２について、事務局からご説明をお願いいたします。 

○植田需給政策室長 

 それでは資料２について、ご説明させていただきます。 

 まず、右下２ページですけれども、こちら、これまで議論していただきました発電コスト

のＬＣＯＥにつきまして、残りの要素について議論いただくものになっております。 

 一つ目でございますけれども、第２回で引き続き検討となっておりました、新しくこれか

ら入ってくることが期待される浮体式洋上風力でございますとか、ペロブスカイト太陽光

電池、あと、こちら 2021 年検証以前も計算されておりますけれども、バイオマスの混焼に

ついて、ご議論いただければと思っております。 
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 もう一つ、これまでの検討の中で触れてこなかった、その他の項目、主に政策経費とその

他の費用でございますけれども、こちらについても資料を提示させていただきます。 

 具体的な中身は、右下３ページ以降でございます。 

 まず、浮体式洋上風力とペロブスカイトの発電コストの計算についてです。次ページ以降、

具体的な案とともにお示しさせていただいておりますけれども、基本的には、第２回の議論

の中でもございましたけれども、現時点では技術が開発途上であるということと、技術の予

見性が、一応の計算を試みましたけれども、必ずしも予測高くないということもございます

ので、結果は出した上で、扱いとしては参考的な数字として扱うとしてはどうかというのが

全体論です。 

 具体的な計算は、右下５ページ以降になってございます。 

 まず、浮体式洋上風力でございます。浮体式洋上風力につきましては、ＮＥＤＯのほうで、

欧州を前提にした立地になっておりますけれども、これから建つような浮体式洋上風力の

プロジェクトについてコスト算定を行うモデルがつくられております。これを使ってみて

はどうかというのがここの部分でございます。このＮＥＤＯのモデルの中に、具体的な案件

の規模でございますとか、稼働年数ですとか、風況等を入れると、これから造るプラントの

おおむねの費用が出てくるという形になっております。こちらを使いながら、これから案件

が形成が期待されるＧＷ規模、年数としては 20 年、25 年というような条件を入れた上で、

まず基礎となる数字を出してみてはどうかというのがこちらの部分でございます。 

 次に、この出てきた数字をどのように日本の 2040 年全体の数字に加工していくかという

部分が、右下６ページでございます。こちらは二重の補正を考えてございます。欧州と日本

の内外価格差を考えるというのが一つ目でございます。今、調達算定委のほうで、着床式洋

上風力について、これから建つようなものについて、おおむね 1.36 倍を見込むという形に

なっておりまして、これと同様に、荒い計算ではございますけれども、浮体式についても

1.36 倍という形で見込んでみてはどうかというのが一つでございます。 

 この数字を基に、さらに 2030 年から 2040 年のコスト低減という部分もございますので、

このコスト低減を、アメリカの機関のレポートで 46％低減というのを見込んでいるものが

ありますので、これを掛けて計算してはどうかというのがこの部分になってございます。 

 その上で、右下８ページ目以降がペロブスカイト太陽光電池になっております。 

 こちらについては、見積りベースで計算してはどうかという前提になってございます。官

民協議会でペロブスカイト太陽光電池をこれからつくっていこうというメーカーが６社ご

ざいますので、そちらに大規模生産がある程度可能になった状況を踏まえて、コスト見通し

をつくってもらいまして、こちらの中央値を基に計算してはどうかというのがこの部分に

なってございます。 

 その上で、メーカーの製品もラインナップがございますので、そこをそろえるという観点

で、共通の前提として、250ｋＷ前提の事業用屋根置き太陽光という形でプロジェクトを想

定して置いてみてはどうかというものです。 



16 

 また、稼働年数につきまして、各社でばらつきはありましたけれども、今の従来型の太陽

光パネルに比べて脆弱性があるという部分もございますので、見通しの中央値を踏まえて

20 年としてはどうかという形にしております。 

 右下９ページ目でございますけれども、ＩＲＲ水準として、事業用太陽光、ほかのものと

同様に４％置いてみてはどうかというのが、主な内容になってございます。 

 さらに、右下 10 ページがバイオマスの混焼についてです。 

 混焼率は、毎回、各種業界団体等から意見が寄せられる部分です。ただ、混焼率につきま

しては、10％を超えるプロジェクトというのは確かにございますけれども、なかなかそのプ

ロジェクトが増えてきている状況かというと、そういう状況としないのかなと認識してお

りまして、ここを変えるまでの状況変化が生じているとも言えないことも考えています。そ

のため、これまで同様に５％混焼を前提にしてはどうかと考えてございます。 

 その他の点につきましては、最新のサンプルプラントに入れ替えた上で、計算を取ってみ

てはどうかというのが、こちらの内容になってございます。 

 その上でで、12 ページ以降がその他の経費項目です。一番大きいのが政策経費でござい

ますので、まず右下 13 ページご覧いただければと思います。 

 政策経費ですけれども、これまでの検証の整理として、前年度の予算項目を４種類に区分

いたしまして、発電との関連性、連関性が強い予算項目についてのみ計上するということで、

１個１個整理して計上するという形でやらせていただいております。 

 基本的にその整理は維持した上で、一点再整理が必要な部分と、一点修正が必要な部分が

あるかなと考えておりまして、そちらについて、15 ページ、16 ページで書かせていただい

ております。 

 まず、整理したい点でございますけれども、政策経費について、直近のプラントについて

の政策経費と将来のプラントについての政策経費という形で２種類ございますけれども、

これまでの議論の中で、基本的には将来の予算措置というのは予測が難しいという形で、前

年度の予算措置をそのまま将来についても乗せるという形で計算してきています。 

 基本的には同じ考え方かと思っておりますけれども、ＧＸ対策予算につきまして、法律上

措置されているものでございますけれども、10 年間で 20 兆円規模の政府支援を行うという

ことで、年限の区限が入っているという形の予算になってございます。その性質上、直近の

政策経費には乗せるとした上で、将来については、基本的には政策支援の期限が終わってい

るということが想定されますので、現時点においては、こちらについては将来の政策経費に

は積まないという整理にしてみてはどうかというのが一つです。 

 あと、グリーンイノベーション基金という形で、ＧＸ対策費も使いながらでございますけ

れども、複数年度支援を行うというプロジェクトについても動き出してございます。こちら、

複数年にわたる支援という関係で、なかなか個々の予算との一対一の関係性が薄れてしま

うという部分もございます。けれども、基本的にはこれまで予算ベースでやるという形で整

理していることもございますので、令和５年度の予算、具体的には太陽光に関するものと風
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力に関するものと水素混焼のプロジェクトですけれども、そういった予算について、それぞ

れの電源項目での政策経費として認めるという形で考えてみてはどうかというのが、こち

らの 15 ページになってございます。 

 あと一つ、16 ページですけれども、前回 14 ページでございますけれども、前回 2021 年

の検証の際には、ＣＣＳ自体は発電にも資する技術でありますけれども、産業用途もかなり

考えられるということもございまして、発電とは直接結びつかない経費であるということ

で、政策経費として算入しないという形で整理いただいてございます。 

 一方で、そこから大分とプロジェクトも進んでまいりまして、先進的ＣＣＳ事業としてや

らせていただいている事業の中には、10 か所想定しておりますけれども、火力発電所が対

象になっているもの、産業用プラントが対象になっているものという形で、今明確に分かれ

ている形になってございます。このうち火力発電所に関するものにつきましては、火力の政

策経費として、そのことが仕分け上も可能となってございますので、こちらについては整理

を変更して、発電コストに計上することとしてはどうかと考えてございます。 

 あと２点、18 ページ、19 ページがその他の経費でございます。18 ページでございますけ

れども、土地関連の経費につきまして、大きく分けて土地購入費、土地賃借費、土地造成費

と分かれるところでございます。これまで横並びで、あまりこれまでの検証の中で整理され

てこなかったという部分もございますけれども、購入費については原則入れないとした上

で、賃借料については除外しないという形で、これまでやってきた形になっております。 

 一方で、同じ土地関係の経費でございますのと、事業に不可欠な経費でございますので、

こちら横並びを取る観点から、うまく整理し直したいと考えてございます。基本的には全部

除外するか、計上するか、どちらか片方だと考えておりまして、作業上の兼ね合いもござい

まして、できれば全て計上するという形で、改めて整理できればというふうに考えておりま

す。 

 その際ですけれども、購入と賃借、基本的には購入するのは火力や原子力のような大規模

プロジェクトで、40 年とか長期にかかってと考えておりますけれども、その 40 年みたいな

長期な借入れであったとしても、残存価値が土地購入には残りますので、土地購入のほうが

高くなる可能性があるということが考えられるかなと考えておりまして、そこのところは

十分に、18 ページにも載せておりますけれども、捕捉した上で、きちんと情報を出しなが

ら、経費としては入れていくという形で整理できないかなと考えてございます。 

 あと、ちょっと長くなりましたけれども、右下 19 ページ、最後、発電側課金でございま

す。 

 発電側課金につきましては、前回検証の際に、コストとして加味しないとした上で、制度

が始まってくるともう少し状況も見えてくるので、その際に改めて検証するという形で次

の骨子の案件となっている部分でございます。発電側課金につきましては、発電事業者が負

担するコストでもございますので、コストの一部とも考えられる要素を持つ経費かと考え

ております。他方で、過去の検証の議事録等も見ながら確認いたしましたけれども、基本的
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には、コスト検証で扱っている発電のコストというのは、発電する瞬間までのコストを扱っ

ているということかと考えております。系統につないだ後のコストをいろいろと一つ入れ

出すと、ほかのところも入れないといけないということと、コジェネや燃料電池のような系

統につながないような電源についても検討に加えてございますので、そことの平仄という

ことを考えても、基本的には系統に関するものは入れないという整理を維持するのが合理

的ではないかなと考えてございます。 

 加えまして、発電側課金につきましては、相当様々な減免とか割引制度が複雑に入ってき

てございまして、電源が全て一律に各地域に全国一律に入っていればいいかと思うんです

けれども、そういうことでなくて、恐らく太陽光などは、需要地近接で、つまり発電側課金

が割引される条件がそろっているところで入っているものの割合が、ほかの電気に比べて

高いということも考えられます。ですので、一律に足すという計算自体が、あまり合理性が

ないのではないかという懸念もございます。そこの点も含めまして、今回の計算には含めな

い上で発電側課金の状況でございますとか、様々な割引制度がございますということを情

報提供をきちんと書かせていただいた上で、今回の計算からは除外するという形で検討し

てはどうかというのが事務局の提案として考えてございます。 

 説明は以上になります。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。それでは先ほどと同様、ご発言をご希望の方は、対面の方はネ

ームプレートを上げていただいて、オンラインの方はチャット機能でご発言希望の旨をお

知らせください。いかがでしょうか。 

 それでは、荻本委員。 

○荻本委員 

 どうもありがとうございます。 

 まず全体を通して、一つ一つはいいんですけれども、これの報告書が出て、それを読んで

いただくときに、意味がよく分からないが数字がどんと出ているということにならないよ

うに、「どういうふうに考えたのでこうなりました。応用問題を考えるときにはどうすれば

いいのか」が分かるような情報を、ぜひ載せていただきたいという意識がございます。 

 それと関係するものとしないものがありますから、順番にいきたいと思います。 

 まず、ペロブスカイトなんですけれども、利用率という数字が出ていると。利用率という

のは、まさにいろんなファクターで決まってまいります。ですから、事業環境でいろいろ多

様に変わるものは、なかなか決め切れないというのがあると思いますが、例えば過積載率で

あるとか、ｋＷの取り方とか、そういうものをどう考えたので、この利用率が計算されてい

るのかというようなところは、ぜひ載せていただきたいかなと。 

 特にペロブスカイトですと、従来だと曲面に貼れるとか、いろんなところをテレビ等の報

道には出ているわけです。なぜ、ここではルーフトップで 250 でやったのかということも、

やはり読者、これを読む人から見ると気になるところだと思いますので、ここの計算に使う
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条件というのは、示せるだけ示していただいた上で、そこにも配慮していただければいいか

なと思っております。 

 それから２番目、浮体式です。浮体式に関しては、ＮＥＤＯモデルにいろいろと出てくる

ということにはなっているわけですけれども、日本が一番やっぱりまずいかなと思ってい

るのは、実際の風況のデータが、なかなか使えるものがない。使えるものがない割には、世

の中の期待も大きいですし、実際のプロジェクトが進んでいると。では、ここでは風況をど

う考えたのかということについて、後ろのバックの考え方も含めて示していただければ、こ

れを読んだ人が応用問題にやはり使えるかなと思う次第であります。 

 あとは、ＣＣＳです。ＣＣＳについては、ほかと横並びですので、新設で計算するという

計算の考え方はそのとおりだと思うんですけれども、実際にはそうではないことが多いよ

うな気がいたします。ですので、これもやはり読んだ人に、新設の数字は出ていると。じゃ

あ、既設からつくった場合には何を考えるのかとか、幾ら引けるのかと書いてあれば一番い

いんですけど、それは場合によっては難しいとすれば、何を引かないといけないのかという

ようなところも書いてあると、プラスにはなるかなと思いました。 

 発電側課金、これは考え方は非常に難しいので、考え方をはっきり明示していただいて、

今回の事務局の提案どおりということだろうと思っております。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、原田委員、お願いいたします。 

○原田委員 

 ありがとうございます。私も全体一つ一つで、すごくどうしてもこれは気になるというこ

とはあまりないです。 

 ２点だけ申し上げますと、ペロブスカイトは、まさに今、荻本先生がおっしゃったとおり

だと思います。なので、いろんな前提条件で、どういうタイプのフィルムを使うのか、タン

デムを使うのかで、いろんなものがありますので、一定こういうものを使って今この数字を

置いているというのを明確にお示しいただきたいということと、それからＩＲＲ４％とい

うところなんですけれども、事業用太陽光と並ぶというお話だと思いますが、ペロブスカイ

トは 2040 年に初めて自立商用化するという、そういうスケジュール感で動いているとなる

と、現在の事業用の通常のシリコン太陽光と 2040 年同じＩＲＲでいいのかというのは、少

しあるとすれば、結構４％は厳しい数字だと思いますので、そこの根拠も少し補強していた

だく必要があるかなと思います。 

 それと、細かい話で恐縮ですが、洋上風力のところの、これもＮＥＤＯモデル、これは私

も参加させていただいていたのであえて思うところなんですけれども、設備利用率の 42.2

というのは、これはＮＥＤＯモデルを 2040 年までのﾃｲｶﾝ分を勘案したということですが、

そもそもＮＥＤＯモデルの段階で離岸距離が 31 キロ、それから風速も 8.0 が 8.2 というよ
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うな、相当この時点で、日本の海域であり得べしというようなところを定めていると。 

 設備利用率を上げるためには、機器に何らかの改良を加えるか、あと一般的には沖合に出

て、より強い風を捕まえに行くということだと思いますが、このデータはアメリカの研究機

関のデータということで、アメリカは風速 10 メートルとか、そういったところを目指して

設備利用率を上げるという計画ですので、日本において果たして既に離岸距離31キロで8.0

と 8.2 のところで、さらにそういうものを 40 年までに捕まえに行けるかというのは、結構

疑問かなというふうに思いますので、設備利用率を上げる方向に定める考え方を置くとい

うことは、もう少しご一考いただいたほうがいいのかなと私は個人的には思っております。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。 

 それではオンラインから、松尾委員、お願いいたします。 

○松尾委員  

松尾です。ありがとうございます。 

 今回、ペロブスカイトとか洋上風力とか入れていただいて、非常にありがたいと思います。

こういったものが暫定的であってもあるということは、データとして示されるということ

は、非常によいことだと思いますので、ありがたいかなと思います。ただ、やっぱりあくま

でも暫定的なものになるので、今後もっと精緻化する余地はあるし、精緻化していくべきだ

ろうという点は、やはり留意すべきかなと思う。例えば建設費についても、洋上風力ではタ

ービンとそれ以外とかで習熟のされ方とかも違うはずですので、将来的にはそういったこ

ともやるべきであるというのが一点です。 

 それから、政策経費なんですが、こちらも整理していただいたとおりでおおむねよかろう

というふうに思うところなんですが、そもそも 13 ページ目のところに、以前の議論として、

分母が大きくなると分子も大きくなるような費用のみをＬＣＯＥに入れるべきだと書いて

あり、これは私の意見なんですが、やっぱり現在でもそう思っています。そして政策経費は

そういう性質のものではないので、今回もいろいろ議論はあるんですが、これを見て思うの

は、これは発電コストではなかろうというふうに私は思います。したがって今まで、政策経

費込みのものを数字で示して、政策経費を抜いたものを括弧の中に入れていましたが、やは

りこれはよろしくないというふうに私は考えていて、基本的に政策経費は発電コスト、ＬＣ

ＯＥであるべきでは本来ないものなので、政策経費を除いたものを（括弧なしで）示して、

政策経費を入れたものを括弧の中に入れるというのが適切だろうというのが、割とこれは

私の強い意見です。 

 何でこういうことを申し上げるのかというと、やっぱりこれを見る人が、例えば我々はモ

デル分析をするんですが、モデル分析の中のインプットデータとして発電コストを入れる

ときに、我々はこれ（発電コスト検証ＷＧの結果）をよく使うんですが、そういったときに

括弧がついていないほうの値をやはり使いがちなので、そうすると、あまり適切でない評価
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をしてしまうということになります。したがって、外に対する示し方として、政策経費を含

まないものを括弧がない値にすべきだというふうに私は思っているということを申し上げ

ます。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。 

 続いて増井委員、お願いいたします。 

○増井委員 

 ご説明ありがとうございました。 

 私自身もこうした新しい技術について、参考値として扱っていただくということについ

て賛成です。 

 設備の諸元等についても、おおむね説明いただいたものでいいかなと思うんですが、荻本

委員のほうからもご発言ございましたように、例えば浮体式洋上風力につきましても、風況

によって結構変わったり、あと陸上からの距離によってもかなり変わってくる可能性があ

りますので、どういった前提で計算をしたのかといったところについては、明確に情報とし

て上げておく必要があるのではないかなと思います。この数字を見た方に対して誤解を与

えないということを念頭に、情報は開示すべきであろうと思っております。 

 次に、バイオマスの石炭混焼なんですけれども、現状では確かに混焼率が低いということ

なんですけれども、将来的に、特に 2040 年の推計においては、必ずしも混焼率の低い場合

だけではないのではないかなと思いますので、混焼率を上げていく、特に 2040 年とか、将

来については混焼率を上げた場合の試算というのも必要になってくるのではないかなと思

います。 

 次に、土地関連の費用、18 枚目なんですけれども、結構これもどういったところに電源

設備を設置するのかといったことによって変わってきますので、敷地内にリプレースする

のか、あるいは土地造成から行って発電するのかといったことによって変わってきますの

で、こちらもどの部分が土地造成なのかといったことが仮に入れるのであれば、分かるよう

にしておく必要があるのではないかなと思います。そうしないと、誤解を生む可能性があり

ますので、その点は注意していただければと思います。 

 発電側の賦課金も、特に今回も発電コストには含めないといったことについて、支持した

いと思います。 

 以上になります。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。よろしゅうございますか。 

 荻本委員、もう一度どうぞ。 

○荻本委員 

 次に向けてというところで申し上げさせていただきます。１点は、この場というのは、ｋ
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Ｗｈ当たりのコストというものを計算しています。ですから、価値というものが、エネルギ

ーで測れるということになっているわけです。ところが、だんだんインバータの量が増えて

いくと、世界的には電圧の問題が出てきているというようなことがございます。ですので、

今回何か別のことをやってくださいということでは全くなくて、次回にはそういうことも

考えられるような検討も、ぜひ先行してやっていただきたいと思っております。 

 日本ではＮＥＤＯのプロジェクトをはじめとして、慣性に重点を置いた検討が行われて

いますけれども、世界で起こっている電圧が不安定になってきて、そもそもインバータ機器

が入らない。インバータ機器が入らないと、風力や太陽光発電やバッテリーや、そういうも

のが全部入らなくなるかもしれないことについて、何をしないといけないのかというとこ

ろが、やっぱりぼけてくるかなと感じましたので、そういうところをぜひ次に向けては考え

ていただければよいかなと思いました。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。ほかにいかがですか。 

 ちょっと時間が押しているのですが、もしご発言がございましたら、お願いします。よろ

しゅうございますか。 

 それでは、今の点について、事務局からご回答いただけますか。 

○植田需給政策室長 

 ありがとうございます。まず、政策経費でございますけれども、松尾先生からご指摘いた

だいた点につきましては、前回の検証以前でもご指摘いただいているかと思いますけれど

も、これまでの数字との比較の部分と政策経費をどう見せるかということとの関連性とい

うことかと理解しております。これまでの検証とも継続性という部分と、政策経費を入れて

いる部分が日本のコスト検証の独自性という部分もございますので、ここについては、次回

まとめ資料を出させていただくときに、どういう表現でどう見せるかというところと併せ

て検討させていきたいと思っております。 

加えまして、ＣＣＳの部分も含めて、既設からの費用の変化分といいますか、そちらの表

現についても配慮すべきということで伺っております。こちらも同じように、原子力の扱い

についても、ご指摘いただいているところかと思っておりますので、既設の電源について、

この中でどう、表現の工夫に基本的にはなると思いますけれども、表現として変えていくの

かというところについては、こちらも引き続きの検討としてやらせていただきたいと考え

てございます。 

 発電側課金についても、きちんと情報提供を書いた上で、整理をきちんと書いていくべき

ということで、そちらについてもこの報告書の中で検討させていただきたいというふうに

考えてございます。 

 あと、バイオマスにつきましてですけれども、これからどれだけ入ってくる見込みがある

のかとか、もう少し私どものほうでも考えてみたいとは思っております。けれども、ただ、
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全く入る見込みがなさそうなのであれば、あまり入れる必要も、2040 年という部分はござ

いますけれども、そこの技術的進展をどう見込むのかというところがあるかと思っており

ますので、議論させていければと思っております。 

 それでは、再生可能エネルギーについては、新エネルギー課長から回答させいただきます。 

○日暮新エネルギー課長 

 新エネルギー課長、日暮です。 

 ペロブスカイトと浮体式についてご指摘いただきました。荻本委員、増井委員から前提条

件をしっかり示していくべきではないかとご指摘いただきました。ペロブスカイトのほう

は、メーカーからの様々なアンケート調査に基づいて今回試算しておりますが、実際ペロブ

スカイトはご指摘のとおり、耐加重性の低い屋根という、ルーフトップ型に加えて、壁面、

窓、曲面など、様々な設置形態が可能になるというところが大きな特徴であります。 

 今回、まだ新しい技術ということで、今回の試算の中ではこうした様々な規模、形態とい

うところまでが十分に加味ができていない部分がございます。したがいまして、今回は参考

値ということでお示しするわけでありますけれども、そういうことだということの前提条

件はしっかりと明記させていただくようにしたいと思います。 

 さらに、ＩＲＲが４％というところが適当なのかというご指摘も、原田委員からいただい

ております。ペロブスカイトについては、ＦＩＴ・ＦＩＰの制度の中で、新しい区分という

ことも創設することの検討を行っております。そうした区分を設定した場合に、いかなるＩ

ＲＲが適当なのかということについて、調達価格等算定委員会の審議を得ながら決めてい

くと、創設する場合には、そういう手続になりますが、現在区分が存在しない中で、この点

も便宜的に現在の太陽光発電の屋根設置型のＩＲＲ４％を今回は採用したという状況であ

ります。 

 こうしたものも、まだ実際の制度ができていない中での対応ということでありますので、

誤解が生じないように、こうしたところもしっかりと分かるように前提条件を加えていく

ことができればと考えております。 

 浮体式の洋上風力について、風況の考え方を示せないのかという点、荻本委員や、そして

原田委員から、ＮＥＤＯモデルについての設備利用率の点についてコメントをいただきま

した。ＮＥＤＯモデルは、有識者の審議会でご審議いただいたコストモデルを用いて、諸外

国のプロジェクトを参考としつつも、日本の海域における算出結果に、米国の研究機関、Ｎ

ＲＥＬの予測値を、乗じているというものであります。このため、風況についても、日本の

海域の条件も加味しながら、モデルの中に試算ができるという、一応そういうモデルとなっ

ているというふうに理解をしております。 

 ただし、浮体式洋上風力についても、まだ新しい技術でありますので、日本の中でどうい

う条件で実際に導入がされていくのかということが、まだ十分に示せていけるという状況

でありませんので、あくまで今回の試算値は参考値という形で示すこととさせていただけ

ればと考えております。この点も冒頭のご指摘と同様ですけれども、前提条件は可能な限り
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明確にして、誤解が生じないように記載ができればと考えてございます。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。 

 よろしゅうございますかね。全体として前提条件を、その考え方も含めてしっかり書いて

ほしいというご意見が多くあって、それに対して事務局側から、しっかりできるだけ書くと

いう方針だったと思います。 

 松尾委員からは政策経費の話がありましたが、これに関しては恐らく委員の中でも異論

がある方もいらっしゃると思いますので、実際に次回以降、どういうふうに示すかというこ

とは改めて議論したいというふうに思いますが、ほかにご意見等ございましたら。 

 簡潔にお願いします。 

○荻本委員 

 今のお答えに関する話なんですが、重要なのは、読んだ人が応用問題が解けるかというこ

となので、そこにつながるようなバックデータを出していただけるかということになると

思います。ですから、風況はどういう風況を取ったのかということが文章ではなくて、もし

かしたらデータで、またはＰＶに関して言えば、どのぐらいＤＣ側にｋＷがあって、インバ

ータがどうなっているか、ほかの要素もあるからそれだけでは決まらないかもしれないけ

れども、そこはどう考えたのかということが載っていれば、応用問題が解けると。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。テイクノートいただいてということで。 

 ほかはいかがでしょうか。よろしゅうございますか。 

 それでは、資料２については以上とさせていただきたいと思います。 

 次に資料３について、事務局からご説明をお願いいたします。 

○植田需給政策室長 

 ありがとうございます。それでは、資料３についてご説明差し上げます。 

 資料３は、これから計算いただくいわゆる統合コスト、各電源を電力システムに受け入れ

るコストの計算の方式について整理させていただいているものです。 

 まず、右下３ページです。前回の検証の振り返りでございますけれども、前回は、2030 年

のいわゆる統合コストを計算させていただいたという形になってございます。前回は 2030

年を対象にしておりましたので、2030 年のエネルギーミックスが達成された状態から、さ

らに電源を微小追加した場合にｋＷｈ当たりで、どの程度、電力システム全体でコストが生

じるかという点を、一部の委員に試算いただきまして、それをこの会議でもご議論いただい

たという形になってございます。 

 詳しい計算方法等につきましては以下に、これも前回 2021 年のときの資料でございます

けれども、改めて掲載させていただいているものになってございます。 

 右下４ページが大きな計算の要素でございまして、基本的には新しい電源を入れること



25 

によって、ほかの火力等の設備利用率の低下などによる発電効率の低下が生じますので、そ

れを勘案するということと、あと蓄電や揚水等で行いますと、電源のロスが生じますので、

そのロスを考える。また、再エネですと出力抑制が当然かかることが想定されますので、そ

の分についても計算するということ。あと、設備利用率の低下、実際に入れたもののほとん

ど動かないということであれば、実際には電気を生み出していないということでございま

すので、そちらの設備利用率の変化などにも考慮するという形で計算いただいたという形

になっております。 

 あと、各国でも似たような研究が進んでおりまして、９ページ以降ですけれども、イギリ

スやアメリカ、少しずつ計算方法は違いますけれども、ＯＥＣＤなどでもこういった電力シ

ステム全体に及ぼすコストという形で検討が進んでいるという状況でございます。 

 今回に当たっての論点でございますけれども、13 ページ以下に整理させていただいてお

ります。 

 まず 14 ページでございますけれども、今後のスケジュールといたしまして、基本的には

モデルを使って計算いただくという形になってございますので、今日、大枠を議論いただい

た上で、荻本委員、松尾委員、岩船委員もかかっていただくような形で、いわゆる統合コス

トというのを改めて試算いただきまして、基本的には次回を想定しておりますけれども、試

算結果を改めて発表いただき、それを議論いただく場をつくりたいというふうに考えてご

ざいます。 

 その上で、年内にエネルギー基本計画の原案をまとめるようにという総理の指示もいた

だいておりますので、それを議論の結果とともに、結果を親部会に、基本政策分科会のほう

に改めてご報告するという形で、全体のスケジュールを考えているという形になってござ

います。 

 右下 15 ページでございますけれども、統合コストの前提として、ある電力システムを考

えまして、その電力システムの状態から微小追加するという形になってございますので、前

回は 2030 年の古いエネルギーミックスというのがございましたので、前回検証の際には古

いエネルギーミックスを前提に一度考えるという形でご議論いただきました。けれども、今

回 2040 年を対象と考えるということでございますのと、2040 年のエネルギーミックスは今

エネルギー基本計画と一体的にこれから検討されていくものと考えておりますけれども、

このコスト検証の結果も踏まえて検討を進めるという性質もございますので、それを引用

するということはできないという前提に立った上で、基本政策分科会の議論等も参考にし

つつ、委員が試算に際して便宜上、設定するという形で進めていければというふうに考えて

ございます。 

 2040 年の年の電力システムをどう考えるかでございますけれども、基本的には供給計画

等で今後の電源の供給というのは、ある程度示されている部分がございますけれども、変動

再エネ、特に太陽光と風力につきましては、これからの政策や技術進展の見込みをどう見込

むのかということによって、かなり大きく前提が変わってくるという部分がございます。こ
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の変動再エネの割合を設定するという形でケースを幾つかつくっていただいて、そのケー

スごとに統合コストを考えていただき、それを基本政策分科会に報告すると考えておりま

す。その結果として、エネルギーミックスが決まってくれば、それを場合によっては再精査

するということも含めて、全体のスケジュールを組んでいければと考えております。 

 その置き方でございますけれども、今はおおむね太陽光と風力が設備容量ベースで４分

の１ぐらい、電源として入っているという現状と、公営機関が出している供給計画ベースで、

太陽光と風力が今の伸率を維持するぐらいで、これから急激には入らないという前提で大

体 2030 年過ぎに３割超まではいくということと、そこに今のエネルギーミックスで想定し

ているような太陽光と風力の設備容量を考慮すると、４割弱ぐらいの 2030 年ベースでいい

のではないかということも勘案いたしまして、2040 年でございますので、そこからさらに

増えていくという想定で、４割、５割、６割ぐらいの荒い置きでございますけれども、仮置

きで、この３ケースぐらいを便宜上、設定してはどうかと考えているというのが 15 ページ

になってございます。 

 16 ページでございますけれども、先ほど３要素、これから統合コストを計算していく上

で、前回も考慮いただいたという形でご紹介しましたけれども、今回の計算に当たっては、

そこからさらに技術進展も考えられるという部分でございますので、系統用蓄電池が相当

入っているということと、ディマンドリスポンスも相当見込まれるという前提で考えてみ

てはどうかということ、電力需給の予測誤差、太陽光等で晴れだと思っていたけれども曇っ

てしまったというようなことについても、誤差を見るための調整力の提供というのもある

一定程度、飲み込んで計算していただいてはどうかというのが、こちらの部分になってござ

います。 

 17 ページ、対象電源でございますけれども、幅広く計算いただければというふうに考え

ておりますけれども、全てについて出すということもまた難しいかなと思っておりまして、

ＬＣＯＥを計算する電源を中心に、主要な想定される電源については考えていくという形

で計算いただくという形でどうかなと考えております。 

 また、第２回で岩船委員からもご提案いただきましたけれども、蓄電池と自然変動電源を

組み合わせているプラントというのも今でも入ってきておりますし、これからも導入が期

待されるところでございますので、こちらについても統合コストという形で、計算の中に組

み込んでみてはどうかと考えております。 

 具体的な計算方法については、18 ページ、19 ページで書かせていただいておりますけれ

ども、基本的にはプロジェクトベースで併設型の蓄電池の規模というのを今考えられてい

るプロットベースで想定いたしまして、そこに費用として蓄電池を乗せた費用を計算する

一方で、統合コストの際には、そこの蓄電池の部分が調整力として機能するという形で置い

て、モデルの中に入れていただいてはどうかというのが今考えている部分でございます。 

 事務局からは以上になります。 

○秋元座長 
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 ご説明いただきまして、ありがとうございました。ご質問、ご意見があるかもしれません

が、続いて資料４もご説明いただいた上で、ご質疑とさせていただきたいと思います。 

 資料４について、荻本委員、松尾委員からご説明をお願いいたします。 

○荻本委員 

 ありがとうございます。荻本から説明させていただきます。松尾委員と用意をさせていた

だきました。 

 次のページをお願いします。 

 このページでは、最初のブレットのところにあるように、ＬＣＯＥには限界がありますと

いうことが書いてございます。 

 ４番目、システム統合の一部を考慮した電源別コストというのは、小容量の電源なら電源

を増加させたときにどういうことが起こるのかということを計算すると。ですから、ベース

の計算をやって、増加させた計算をやるということをやるということになります。 

 次のページをお願いします。 

 こちらのページの、図のちょっと上のところにありますように、二つの計算をすると、コ

ストＣ１、コストＣ２というのが出てまいります。これからＬＣＯＥ＊というのが計算される

ということをご説明をしております。 

 次のページお願いします。 

 このような計算をやるためには、先ほどお話が出ましたように、2040 年のミックスとい

うのを仮置きをする必要がございます。その仮置きは、前提とする電力システム構成のとこ

ろのアスタリスクのところにございますように、日本エネルギー経済研究所の電源構成モ

デルというもので、断面をつくっていただきまして、これを我々側で再現をするという計算

をやって、そこでさらに微小増加させた計算をするということをやっております。 

 一番下、システム運用というところを見ていただきたいんですが、こちらにどの電源はど

のように運用されるかということが、プログラムの中で表現されている様子が書いてあり

ます。これはまさに今行われているシステムの運用、出力制御を含めた運用を再現するとい

うようなロジックでつくってありますし、連携線の容量制約を考慮する、また先ほど予測の

誤差というものを含めた調整力というものを確保するというような条件で解いていくとい

うことを、今回はやらせていただこうと思っております。 

 次のページですけれども、ちょっと細かいですけど、解析条件というところで、ＰＶ・風

力の出力パターンは、2019 年度の曲線を使う。需要も同じですということが書いてありま

すし、燃料費等はこれまでご議論いただいたようなもの、均等化コストを使うというような

ことを書いてございます。 

 最後のページ、６ページ目はここで使っているメインのツールということの紹介になり

ますが、説明は省略いたします。 

 以上です。 

○秋元座長 
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 ありがとうございました。 

 松尾委員は大丈夫ですか。 

○松尾委員 

 大丈夫です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。それでは、今資料３と資料４についてご説明をいただきました。

ただいまの内容について、対面の方はこれまでどおりネームプレートを立てていただきま

して、オンラインの方はチャット機能でご発言希望の旨をお知らせください。それではいか

がでしょうか。よろしくお願いします。 

 いかがでしょうか。 

 岩船委員、よろしくお願いします。 

○岩船委員 

 ご説明ありがとうございます。方向性に依存はございません。一点質問があるんですけれ

ども、資料３の 15 ページの想定のところなんですけれども、再エネに関しては、変動再エ

ネの比率に関する想定はあったんですけれども、需要自体はどういうふうに想定されるの

か、ある程度エネ基を前提とした見通しが立っているのか、その辺り、お答えいただける範

囲でお答えいただければと思いました。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。 

 増井委員、お願いします。 

○増井委員 

 ありがとうございました。荻本委員、松尾委員、ご説明ありがとうございます。 

 資料３の 15 枚目のところなんですけれども、地域によって統合コストというのはかなり

変わってくるかと思いますが、今回地域別の統合コストというのを試算されるのかどうか、

あるいはそれを何らかの形で全国平均にするのか。前回はたしか全国の値だけだったかと

思いますが、そういう地域の統合コストの違いというのはどういうふうに考えられている

のか、教えていただければと思います。 

 それとあと、変動再エネの割合を４割、５割、６割にするという、この辺りの想定は妥当

かなと思うんですが、太陽光と風力の比率によって、結構値も変わってくるのではないかな

と思います。その点、仮に例えば６割のケースにおいて、太陽光と風力のバランスを少し変

えてみるとか、そういうことも感度解析的にやってもいいのではないかなと思いました。 

 それとあと、16 枚目なんですけれども、今回、ディマンドリスポンスもやってみるとい

うことかと思うんですが、具体的にどういうことを検討されているのでしょうか。結構この

想定次第で結果に大きな差が出るのではないかなと思うので、現状でどういうふうなこと

を考えていらっしゃるのか教えていただければと思います。 
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 あと、資料４のほう、今回は全体的な話だけでしたが、こういう定量的な結果に対して、

やっぱり前提、あるいはモデルの構造なんかによってもかなり答えが変わってくるのでは

ないかなと思いますので、できる限り詳細な情報、論文等を公開していただくということが

望ましいのではないかなと思います。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。 

 それでは松村委員、高村委員の中でお願いします。松村委員、お願いします。 

○松村委員 

 発言します。まず最初は質問です。荻本委員、松尾委員のご提示された資料のスライド５

のところで、今回反映されていない要素、連係線の反映されていないというか、例えば関門

の増強だとか、来たほうの増強だとかというマスタープランで議論されているような増強

も考えていないということなのでしょうか。それは確度が低いということで入れなかった

ということなのでしょうか。具体的な数字は、ある意味で議論はされていると思うので、そ

こが曖昧ということではないとは思うのですが、もし入っていないならその理由を教えて

ください。 

 それ以外はコメントです。需要・再エネなど分散電源を活用した調整力が入っていないの

は妥当だとは思うのですが、ちょっと残念。学術研究のレベルでも、こういうのがあります

ということ、特にお二人の研究はこういうのがありますということがあれば、適宜ご紹介い

ただければ、とてもありがたいです。 

 それから、地内送配電網の損失と運用容量が考えられていないということは、これは十分

あるということを前提としたというか、かなり増強されたということを前提としたという

ことだと思います。最初に考慮されていない点と、次に考慮されていない点とは、逆方向と

いうか、例えば変動再エネが増えたときの限界費用を過大に推計している面と過小に推計

している面の両方入っているということだと思います。この点は、最終的に明記して、注意

を喚起する必要があると思いました。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。それでは高村委員、お願いします。 

○高村委員 

 ありがとうございます。統合コストについては前回も検討して、方法論についてはまだな

お課題といいますか、チャレンジングなところがあるということだったと思いますが、前回

も政策的にも得られた示唆というのは大きいと思っていまして、スライド 14 にある進め方

で進めていただければと思います。 

 若干幾つか確認といいますか、コメント、確認があるんですが、重複しているところがあ

りますけれども、統合コスト自身は、事務局の資料にもそのような趣旨で書かれていると思
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いますけれども、電源の立地・系統制約で、あるいは電源の構成、あるいは系統統合のため

の方法、調整力がどのようなものがどの程度想定されるかなどによって、かなり変わってく

るものだというふうに思っていまして、前のところの議論でもありました、荻本委員でしょ

うかおっしゃったと思うんですが、統合コストを考慮した発電コストというものの意味合

いというものをしっかり伝えるということは重要だというふうには思っております。それ

が２点目です。これは恐らく増井委員が質問されたところとも関わるところと思います。 

 ３点目が、これは松村委員が先ほどおっしゃったところの質問にも関わるんですが、2040

年を想定したときに、今のマスタープランで想定をされている系統の整備を前提にした形

で計算されるという理解でよいかという点であります。 

 そして３点目ですけれども、スライド 16 のところで、系統用蓄電池等の導入や給湯器等

によるディマンドリスポンスの効果ということ、これは評価をしていただくということは、

需要側の行動変容にとっても非常に重要だというふうに思います。質問でもあり要望でも

あるんですけれども、恐らくこの 40 年という時間軸でいくと、自動車の電動化がかなり進

んでいるというふうに思われます。35 年の今の温暖化対策計画の下でも、35 年自動車の基

本的に電動化と、新車の電動化ということを盛り込まれていますので、こうした調整力のリ

ソースについて、これはＥＶ等のモビリティの利用なども想定されているかという点。言い

方を変えると、できれば盛り込んでいただきたいということであります。 

 最後はスライド 18 のところですけれども、蓄電池併設再エネ設備について、ここでは系

統充電費用はゼロ、注意書きにもあったと思いますけど、2024 年から始まったばかりなの

でということになっていたかと思います。本来、やはり系統充電も考慮すべきではないかと

いうふうに思いまして、今回データ的な点で算出が難しいとしても、将来の課題、将来はそ

うしたものを盛り込むものとして、ぜひお願いをしたいというふうに思います。もちろん今

回盛り込まれればもちろんありがたいというふうに思います。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。それでは対面で、又吉委員、お願いいたします。 

○又吉委員 

 ご説明いただきありがとうございました。検証の進め方についてなんですけれども、変動

再エネ比率の置き方を含む前提となるシステムの考え方及び追加的に生じるコストとして

新たに考慮する要素、いずれも事務局案に賛同したいと思ってございます。 

 ただ、一点だけ、既にご発言もあったので繰り返しになってしまうんですけれども、前回

議論時点からの変化として、系統増強費用につきまして、やっぱりマスタープランの策定で

費用検討プロセスが一定程度進んでいたかなというふうに思ってございます。その意味で、

含めるのであれば入れる。含めないのであれば、統合コストにはこれは考慮されていないと

いうことを、資料の４ページ目の改訂版かと思うんですけれども、これを明記いただくこと

が重要なのではないかと思っていますので、この点ご検討いただければと思ってございま
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す。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。 

 ほかにいかがですか。よろしゅうございますか。 

 それでは私から、テクニカルに荻本先生に一点だけなんですけど、ここで前もそうでした

けど、差分で追加費用を見ていますけど、シャドープライスで見たら限界費用が一発で出て

いるような気がするんですけど、何でシャドープライスを使わずに差分法を使うのかとい

うのが少し気にはなっていまして、ご回答あれば。細かい点なのであえて強くあれなんです

けど、普通でいくとモデル分析では最適化しているので、それぞれの電源の量を入れてやっ

たら、そこの量に対するシャドープライスが出てきて、追加費用に直接出てくるんじゃない

かというふうにも思うんですけど。結果がもしかしたら、今後する計画なので、不安定なの

で差分を取られているのかなという気はして理解はしているんですけど、もしよければシ

ャドープライスのほうがクリアじゃないかなというふうに思って、大した意見ではないん

ですけど、一応コメントです。 

 それでは、まず事務局からご回答いただいて、その後、荻本委員、場合によっては松尾委

員からご回答いただければと思います。よろしくお願いします。 

○植田需給政策室長 

 ありがとうございます。モデルに関する質問が多かったと思っております。間違っていた

ら、また荻本先生、松尾先生から補足いただければと考えております。まず、需要に関しま

しては、基本的には基本政策分科会のほうでこれから増えていくだろうという予測を中心

にされておりますのと、これからいろんな機関の予測なんかも出てくるというところだと

認識しております。広域機関が出しているものなんかでも、これから伸びていくというもの

は出ておりますので、そういったものを一定見込んで設定いただくということかなと思っ

ております。 

 あと、エリアごとにつきましても、エリアは計算上は考慮されるものだと考えております。

ただ一方で、エリアに関しては、これまでのエネルギーミックス自体も全国一律で基本的に

は出すという形でエネルギー基本計画の議論はされてきたと認識しておりまして、エリア

ごとのものを出して、それがどう親部会のほうに貢献するのかというところとの関係はあ

るかと思っていまして、そこは整理が必要かなと思っております。 

 あと、いろんな前提条件でございますとか、誤解のないように数字を前提とともに見せて

いくというのは、そのとおりかなと思っております。そこは十分工夫しながら、ご相談しな

がら進めていきたいかと思っております。 

 系統費用については、主要な想定されているものについては見込んでいただくというこ

とだと思いますけれども、このモデルの中で具体的にこれからどういったものを見込まれ

るのかというところは、両先生の中に相談しながらという形かと思っております。 
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 太陽光と風力の割合でございますけれど、この荻本先生の資料の中では今の入っている

ものの比例でという形で基本的に書いていただいているかと思っておりまして、そこを変

えて、どの程度の想定の効果があるのかというところもあるかと思っておりますけど、そこ

はどの程度、数字があるかというところと、何を根拠にそういった違うシナリオを受けるの

かというところが難しいところかなとは考えてございます。 

 あと、自動車の電動化につきましては、基本この調整力のＤＲの中に入れていただくとい

う理解で考えてございます。 

 ちょっと個別の論点になってしまいましたけれども、私の理解として申し上げた部分で

ございます。荻本先生、松尾先生から補足があれば、いただけるとありがたいです。 

○秋元座長 

 それでは荻本委員から。後で松尾委員にも。 

○荻本委員 

 では、荻本からまず。 

 とてもメモが下手だったのでというのはありますが、まず増井委員から、ＤＲはそれなり

に効果があるはずだということについて、客観的にこのシナリオはいいというＤＲのシナ

リオというのが、なかなか定量的にないということがございますので、今回は用意しており

ませんけれども、我々のほうでこのようなＥＶだとか、またはヒートポンプだのシフトでき

れば、こういう結果になるということを、あるシナリオをベースにお示しをするというのが、

我々の予定でございます。 

 それから、モデルの前提を出してほしいということについては、過去に論文を複数出して

おりますので、そこに定式化等が書いてございます。それをどこかでお示しするということ

で対応をさせていただきたいと思います。 

 それから、マスタープランの連携線が入っているのかということについては、手元に最終

版がないので確認しないといけないですけれども、マスタープランの計画を我々見させて

いただいて、こことここに入っているといいんじゃないかなというようなところを置かせ

ていただいています。ということなので、関門に関しては入っていますとか、北海道から降

りてくるところには入っていますとか、これについては全然入っていないわけではなくて、

そこのシナリオを示したもので計算結果が出てくるということだろうと思っております。 

 それから、地内増強、シングルバス、エリアの中で制約がない計算をするということにつ

いては、ご指摘いただいたように、地内の増強は十分だと思うが、そこは入っていないとい

うか、そういう今回は計算になります。連系線の制約まで、地内送電線の制約は考慮しない

計算結果ということになっております。 

 それから、高村委員のＬＣＯＥの意義を伝える、頑張って表現をしていきたいと思います。 

 系統連系線というところもご質問がありましたけれども、こちらに関しては先ほど申し

上げたように、一つずつマスタープランを比較しながらやっております。ただ、我々がマス

タープランが 2040 年にどうなっているかを決めるわけにはいきませんので、我々の判断と



33 

いうことで計算をしたということになっております。 

 ＥＶというご質問もありましたが、ＥＶの効果というのもあるシナリオで計算をすると

いうことにしております。 

 それから、系統充電はあるのかということに関しましては、今回の計算では、系統充電、

自然体でやっていくというモデルになっていますので、系統充電ありということだと思い

ます。ちょっとここまでくると自信がないので、訂正が必要かもしれませんが、私の理解で

はそうなっていると思います。 

 それから、又吉委員はどういうご質問でしたっけ。 

○秋元座長 

 今既に大体、系統増強の話等だったので大丈夫だと思います。 

○荻本委員 

 よろしかったですかね。 

 それから、秋元委員の、シャドープライスでなぜやらないのかということに関しては、設

備を増強するという計算は今回やっている計算の中には入っていないということになって

いるので、設備増強の分がシャドープライスでは出てこないということで、運用の中でのコ

ストだけを見ている計算になっているのでということはお答えになりますかね。 

○秋元座長 

 大丈夫です。細かい話、多分別の制約式を見ればシャドープライスが出てくるんじゃない

かという気がしますけど、量がほかのある電源の量を与えている部分が制約式にあると思

いますので、そこが１ｋＷｈ増えたときに評価関数がどれぐらい動くのかということが系

統費用の全体になるので、そういう面ではシャドープライスを見ても出てくるんじゃない

かなというふうには思いますが、別に近似式で差分で計算しても問題はないと思うので、強

いコメントではございません。ありがとうございました。 

 松尾委員はいかがですか。 

○松尾委員 

 松尾です。 

 私のほうからはそちらの室内の声がよく聞き取れなかったので、もし重複したり異なる

ことを言ったらすみません。 

○秋元座長 

 大体荻本委員にはご回答いただいたんですけど、ただ、もしかしてオンラインで聞こえて

いなかったら申し訳ないので。 

○松尾委員 

 まず、連系線については、若干最初誤解があったと思うんですが、我々の資料の中で「連

系線を考慮していません」といっているのは、連系線が既にある状態の中で評価しているの

で、それに連系線の費用を上乗せすることはしませんという意味ですので、連系線自体を考

慮しないという意味ではないということを一つ申し上げたいというところですね。 
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 それから、地域別ですとか太陽光、風力、増井さんからご指摘あったことは非常に重要だ

と思うんですが、ケースが増えてしまうので、やればできるんですが、今回できるかどうか

は分からないというところでご理解いただきたいというふうに思います。ただ、ＥＶとかＤ

Ｒは重要だと思いますので、多分それは入ると思います。 

 それからシャドープライスなんですが、基本的には発表資料の中にありましたが、エネ研

の電源構成モデルと、それからＭＲとを接合してやっているので、シャドープラスが出ない

という技術的な問題が一つあります。なのでそれが一つと、それから、ＩＥＡのｖａｌｕｅ

－ａｄｊｕｓｔｅｄ ＬＣＯＥみたいなものは、それに近い考えでやっているんですが、私

が今のところ理解している限りでは、それだと必ずしも正確な答えが出てこなくて、多分揚

水損失とかその辺はしっかり入ってこないような気が私は今のところはしています。それ

でもできるんじゃないかと秋元さんおっしゃるかもしれませんが、私の現状の理解では、そ

れでできないような気がしているので、そこはまた引き続き議論させてください。 

 以上です。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。ほかはいかがでしょうか。 

 私からちょっと、マスタープランとの関係なんですけど、マスタープランのところの系統

に関して、モデル上入れた場合にはモデルの中のコストには入ってこない、除外されると思

うので、除いた部分に関しては、今度は逆にマスタープランでかかっている費用に関しては、

別に追加で入れておかないといけないんじゃないかという気がするので、コストの状況が

ショートしないように、ダブルカウントもすべきじゃないですけれども、どこかでマスター

プランで実際に増強しているコストに関して、もしモデルでそこは考慮されてしまうと、モ

デルの限界値のところから除外されてしまうと思いますので、そこは注意して整理をいた

だきたいなと思ったところです。 

○荻本委員 

 分かりました。再度確認して整理します。 

○松尾委員 

 その点については、仮にマスタープランがあった 2040 年の状態が仮に最適だとすると、

今マスタープランで固定して、それで太陽光なりを増やしていますが、本来、最適解はそれ

に増やしてマスタープランの連系線よりも、若干増強するのが最適だということになると

思いますので、その最適をしていないということは、ある意味、若干の過大評価というふう

に思っています。その辺ご意見あると思いますが、若干過大もしくは過少にぶれるというこ

とはそうなんですけれども、基本的にそれほど大きな問題ではないというふうに認識して

います。 

 以上です。 

○秋元座長 
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３．閉会 

 

 それでは以上で今日の議題は終了でございます。本日は、長時間にわたりご議論いただき

ましてありがとうございます。 

 それでは、事務局から何かございますでしょうか。 

○植田需給政策室長 

 情報提供依頼について、初回のワーキンググループをやって以降、ホームページ上でやら

せていただいているものになってございます。７月 22 日からずっとやっておるものでござ

いますけれども、幾つか業界団体等から出てきてございますのと、あと、これまでも各電源

についての議論が一巡したところで一旦締め切るという形で、前回検証時含めてやらせて

いただいております。今回一応一巡したということで、来週いっぱい 12 月６日までという

形で一旦やらせていただきたいと考えてございます。 

 アナウンスだけです。 

○秋元座長 

 ありがとうございました。今の点について、情報提供の点はよろしゅうございますか。念

のため。 

 それではありがとうございました。大変熱心な議論をいただきまして、ありがとうござい

ました。次回の日程につきましては、追って事務局からご連絡をいたします。 

 それでは、本日はこれにて閉会といたします。どうもありがとうございました。 


